資料　１

認証機関の指定の考え方について

１．現　　状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜参考＞　　　　　　

認証機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　「大阪版食の安全安心認証制度の構築にむけて」（抜粋）
社団法人　大阪食品衛生協会
社団法人　大阪外食産業協会
　　　　認証施設（平成２２年１２月２１日現在）
　８５施設（飲食・喫茶　　５０施設　：　製造業・給食　　３５施設　：　販売業　　　　０施設）
· 提言を基に「公的な専門機関等」を以下の要件を満たす法人として制度化

認証機関の要件

1 公益社団法人又は公益財団法人もしくは特例社団法人又は特例財団法人

2 食の安全安心に関する事業活動等の実績があること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②大阪版食の安全安心認証制度実施要綱（抜粋）
3 認証業務を行うのに十分な能力がある（審査員を２名以上）

　　　　　
２．課　　題　
・新公益法人制度（※）の開始。（平成25年11月に移行措置期間の終了）
・一般法人や一般企業から、認証機関への要望がある

３．論　　点

・報告書でご提言いただいた「公的な」の範囲を、どうとらえるか。

・認証機関の拡大のため、要件の緩和を検討する際のメリット、デメリット
・認証機関の指定の要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③他府県の認証制度の違い（認証を第三者機関にしている自治体の例）
	
	大阪府・広島県など
	東京都・群馬県など

	認証機関
	知事が指定した公益法人
	知事が指定した法人

	指定の基準
	・公益法人であること

・認証を行うのに必要な業務実績

・審査員
	・経理基盤を確認できる書類

・認証を行うのに必要な業務実績

・審査員

	認証の制限
	・認証機関の役員等に関係する施設の認証を行う場合、認証機関が定めた審査会などにおいて認証を行う。
	・認証の制限を細かく規定。

・公益法人の場合であって、審査委員会を設置し、認証を受けようとする施設に係る審査結果についてその承認を得た場合は例外。

	審査員の条件
	・食品衛生監視員の資格要件を有する者であって、食品衛生の実務に５年以上従事した経験を有する者

又は食品衛生管理者の資格要件を有する者であって、食品衛生の実務に５年以上従事した経験を有する者

・行政が実施する認証審査に関する講習会を修了した者



３．実施主体について


　実施主体は、全国的には行政自体が行なっている事例もあるが、そもそも条例の主旨は食品関連事業者が行う自主的な取組を促進することであり、国や自治体が行なっている許可や承認制度とは一線を画した制度化が求められる。


具体には審査や認証は公的な専門機関等の第三者機関が実施し、行政は第三者機関の評価・認定を行なうという役割分担が望ましい。





（定義）


第２条　この要綱で認証機関とは、大阪府知事（以下「知事」という。）が指定した公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十八年法律第五十号）第四十二条第一項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。）をいう。


２　以下省略





※新公益法人制度


法による一定の要件を満たせば登記のみで一般社団法人又は一般財団法人（以下、一般法人）を設立することができる。（会社と同じく準則主義を採用）


一般法人のうち公益認定を受けた者のみが公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）を名乗ることができる。


一般法人は営利を目的としない非営利法人であるが、非営利法人は必ずしも公益を目指す法人というわけではない。


例えば、法人の会員共通の利益を目指す法人も一般法人ということになる。


これに対し、公益法人は一般法人の中で特に公益性を認定された法人を指す。


公益性の認定は内閣府に設置する公益認定等委員会あるいは各都道府県の合議制の機関により行われる。








